







































































ていた，外国語会話能力試験の基準 Interagency Language Roundtableを，OPI






















































































































































する「native speaker/non native speaker」に対する意味づけの多様性をたどり，
さらに，日本の研究における「母語話者・非母語話者」が，そうした多義性を伴っ






























































































































底しているのが native speakerという概念であった。その概念がいかなる speaker
を指しているのか，また日本語訳としての「母語話者」がいかなる話者を指すかは
ガイドラインの記述からは明確に察することができない。だが，ガイドラインや試
験の概要をとりまく，さまざまな論考からは，「母語話者＝日本人」という構図，そ
して「母語話者ではない」被験者は，それぞれの国家や民族の社会・文化を背負っ
た代表者としてとらえる視点が構成されていることが浮かび上がってきた。また普
通の日本人の代表としてのテスターが話題を主導し，展開し抽出する，そうしたコ
ントロール下のもとに実施される試験の概要が，言語教育の様々な分野で活用され
るとともに，コントロール下のもとで抽出された発話データが第二言語習得をはじ
めとし，日本語教育研究におけるさまざまな領域における研究ベースとして応用さ
れている。
しかし，そこでは「母語話者=日本人」を規範とし，非母語話者を母語話者の規
範からの逸脱として捉える言語能力観に基づいたものであるという前提が当たり前
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のものとなっており，問われてはいない。
考察でもとりあげた，大平（2001）の論考の中では，「ノンネイティブスピーカー
性」が規範からの逸脱（p101：11）である「(1) 問題としてのノンネイティブ性」
として捉えられている場合と，当該の相互行為に先立って存在する静的なコンテク
ストにおける属性（p.102：14）である「(2) 静的なコンテクストとしてのノンネイ
ティブ性」としての見方とが交差した場合におこる，ノンネイティブスピーカーと
みなされる人々の疎外が危惧されている。
ネイティブスピーカーとノンネイティブスピーカーの相互行為がうまくいかない
のは，ノンネイティブスピーカー側に原因がある，つまりノンネイティブスピー
カーの目標言語能力が不足しているためであり，また同時に，いつまでたってもノ
ンネイティブスピーカーはノンネイティブスピーカーという属性から抜け出されて
いないということになる（p102:24）
OPI 試験が測ろうとしている言語能力観が，学習者や教師の到達度の目標とし
て，また第二言語教育研究のベースとして，つまり，今後の日本語教育の方向性に
少なくとも影響していることを考えるならば，そうした教育のあり方が，「母語話
者」＝日本人とのコミュニケーションにおける不理解や摩擦の原因を「非母語話
者」の，母語話者である日本人のもつ言語能力からの逸脱として帰依することとな
り，日本語教育の目標が，「非日本人」である学習者ができるだけ「日本人」の規
範を習得することに特化されてしまうことになる。
母語話者と否母語話者を対立する概念としてとらえ，それぞれが，国境や民族で
仕切られた単一的社会や文化を背負うものとしてとらえられ，理想的な会話者であ
る「母語話者」＝「日本人」を混乱させないことがめざされるのであれば，それは
「日本人への同化教育」とかわらないのではないか。
日本語教育がめざすべきなのは，そうした単一かつ静態的社会，文化観に基づい
て，非母語話者と母語話者とを分断し，前者が後者に近づくための言語教育なのだ
ろうか。個人は，国家，民族という属性だけではなく，さまざまな属性を背負って
おり，同時に，さまざまなコミュニティに属している。だが，ここでの属性とは，
現実に存在している社会制度に限るのではなく，明確な線引きをすることのできな
いイメージとしての枠組みをも指すものである。ひとりひとりの個人が，そうした
枠組みや属性の代表者として静態的かつ単一なものとして捉えられることによっ
て，コミュニケーションによる摩擦の原因が言語的少数派や多数派との対立や属性
そのものに帰依されてしまうことも考えられる。
だが，わたしたちがめざすべきなのは，そうした国境や民族などの枠組みに帰依
29
されるコミュニケーションの摩擦や葛藤を超え，個人と個人が，互いに影響を与え
合い，コミュニケーションをとおして相互理解をめざし，新たなる社会，文化を築
いていく，相互的・協働的な言語文化能力の育成ではないだろうか。
また，何のための評価か，それは，学習者の能力を客観的にただ「測定」し，その
データを言語教育研究の理論につなげることばかりに終わらせるのではなく，個々
の学習者の固有性，そして，それぞれのもつ背景の多様性，言語のもつ協働的・相
互的な作用をとらえながら継続的に指導にむすびつけていくような評価が望まれる
のではないか。
今後の課題は，現状で行なわれている制度としての言語能力評価のあり方が，学
習者や教師に，どのような影響力をもち，どのように言語教育の矛先を決定してい
るのかを，さらに細かく考察するとともに，そうした評価を決定している制度とし
ての枠組みを超えるためには，そうした言語能力を育成するための理念の構築と，
その理念に立脚した言語能力の評価のあり方を模索することが望まれる。
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